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【論文要旨】
フランス競争法は，商法典L.420-2条第2段落の相対的市場力規制(経済的従属関係の濫用規
制)のほかに， L.442-6条I項第2号の「従属関係，購買力又は販売力の濫用J規制(旧規制)を
備えていた。後者は競争への影響を要件とせず，相対的市場力規制を補完する機能を期待されてい
た。しかし， 2008年8月の rLME法」により，同号は「著しい不均衡」規制へと大幅に改正され
た。旧規制は相対的市場力規制と同じく厳格な基準で運用された結果，大規模小売事業者に対する
規制実績が上がらなかったため，消費法典に影響を受けて「著しい不均衡」規制が導入された。
「著しい不均衡」規制の解釈基準は条文上明確ではないため，旧規制の基準の援用，消費法典の
解釈論の援用，規制基準の公表などが議論された。その結果， 2011年の憲法院判決は同規制の要
件の明確性を肯定した。その後，裁判例は各要件の解釈論を発展させ，最近の裁判例は「著しい不
均衡」要件と「従属性」要件により判断する傾向にある。その解釈基準は， (1)相対的市場力規制と
の関係， (2)消費法との統一的解釈， (3)EU法との統一的解釈の視点に集約しうる。
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はじめに
フランス競争法は，商法典第4巻第2編の「反競争行為に対する規制Jと題する章において，
協定(カルテル)の規制(L.420-1条)，市場支配力の濫用規制 (L.420-2条第1段落)，及び相対
的市場力規制である経済的従属関係の濫用規制(L.420-2条第2段落)を備えている10
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フランス競争法は，商法典第4巻4編の「透明性，競争制限行為，その他の禁止行為の規制」
と題する章において，競争の公正性に関する規定を備えている。ここでは， r競争制限行為J(pra-
tiques restrictives du concurrence)の規制類型が設けられ， L.442-6条以下で，競争そのものの機
能には影響を与えていないが，競争相手や取引相手に損害を与えるような不公正な行動をとる事業
者の濫用的，詐害的な行動を規制する諸規定が置かれる。「競争制限行為」の規制は，取引当事者
の地位や権利義務関係に着目して一定の経済取引主体を保護し，その違反行為を民事罰(過料)， 
差止め，無効，損害賠償の対象として規制するものである。「競争制限行為」の規制は，市場にお
ける競争そのものを保護することを目的としておらず，競争への侵害ないし影響を要件としていな
い。この点で，市場における競争に影響を与えることを要件とするカルテル，市場支配力の濫用，
企業結合等を規制する「反競争行為J(pratiques anticoncurrentielles)の類型とは区別される20
L.442-6条以下の「競争制限行為」は，競争の公正性ないし当事者聞の衡平を保護するものであ
り，大規模小売事業者に対する中小供給事業者のような特定の経済主体を保護することにより，配
分的正義を追求するものと理解されている。そして， EU競争法には，現時点で，これらの類型
色競争の機能への影響を要件とせずに，直接規制する類型は存在しないと解されている30
L.442-6条以下の競争制限行為の規制のうち，とりわけ本稿の対象とする L.442-6条 I項第2
号bは，もともと取引当事者聞における「従属関係，購買力又は販売力の濫用」を規制していた。
L.420-2条第第2段落の「経済的従属関係の濫用」規制が，一方当事者の他方に優越する市場力を
規制し，競争に与える影響を要件とする相対的市場力規制であるのに対して， L.442-6条 I項第2
号bは，競争への影響を要件としない点で，相対的市場カ規制を補完する機能を期待された九
ところが経済現代化に関する2008年 8月4日の法律(以下略して rLME法J)5により， L.442-
1フランス競争法における相対的市場カ規制u(経済的従属関係の濫用規制)の形成過程及び適用基準について
は，拙稿「フランス競争法における相対的市場力規制の導入と展開」明治大学大学院法学研究論集41号
(2014年)207頁以下，同「フランス競争法における相対的市場力規制の基準」明治大学大学院法学研究論
集42号 (2015年)315頁以下を参照。フランス競争法に関する主要な文献としては，奥島孝康『フランス競
争法の形成過程~ (成文堂， 200i年)，和田聡子 mu とフランスの競争政策~ (NTT出版， 2011年)，山田
弘=田中久美子「フランスの競争法について(上)J公正取引558号 (1997年)56頁以下，鳥山恭一 iNRE
一新たな経済の制御に関する2001年5月15日の法律第2001-420号」日仏法学23号 (2004年)261頁以下，
馬場文「フランス競争法における経済的従属関係濫用規制」公正取引626号 (2002年)45頁以下などがある。
2 A. Decocq， G.Decocq， Droit de la C.仰currenα"5e edition， Lextenso記itions，2012， nO 288， pp. 405-406.ルイ
・ヴォージェル/小梁吉章(訳)~欧州競争法~ (2012年)3頁以下。L.420-2条以下の「反競争法行為」規
制は，自由競争と，市場支配力に対する対抗を目的とするのに対して， i競争制限行為」規制は，競争の公
正性，当事者間の衡平を保護する。
3理事会規則 1/2003号3条2項は，加盟国競争法が単独行為に関し， EU競争法よりも厳格な規制を設ける
ことを認める。また同条3項は，加盟国競争法がEU競争法と「異なる目的」に基づく法律を採択し適用
することを認め，同規則前文9条は， i異なる目的」の規制の例として，フランス法現行L.442-6条I項の
「…提供された役務の価値に対して明白に不釣り合いな…利益を獲得し又は獲得しようとすること」と類似
の「不当，不釣り合い，又は代償を欠く取引上の条件を獲得し又は獲得しようとすること」を挙げる。
4拙稿・前掲注 (1)[2014年]参照。
6条I項第2号の要件は「当事者の権利及び義務において著しい不均衡を生じさせるような義務に
従わせ，又は従わせようとすること」の規制(以下， r著しい不均衡」規制)へと大幅に改正され
た。「著しい不均衡」規制の趣旨，要件解釈論における課題を論究することが本稿の問題関心であ
る。
本稿ではまず， r著しい不均衡」規制の導入に影響を与えた立法時の議論を検討する。ここでは，
主として相対的市場力規制との関係で「著しい不均衡」規制が期待された機能に着目する(第1
章)。次に，改正直後の同要件の解釈論に関する議論を概観し，同じく「著しい不均衡」規制を擁
する消費法典との関係についての議論にも言及する。また，同規制要件の明確性が争われた2010
年の憲法院判例における解釈論を検討する(第2章)。さらに， 2010年以降の裁判例における運用
実績，要件解釈論及び射程についての判断枠組みを検討する(第3章)。そして議論状況を踏まえ
た「著しい不均衡」規制の解釈論上の視点と課題を指摘することを試みる(第4章)。
「著しい不均衡」規制の導入から10年足らずの聞に，フランスでは活発な議論と裁判例の蓄積が
行なわれている。欧州委員会も， 2013年にグリーンペーパー「欧州における食品及び非食品供給
チェーンにおける事業者聞の不公正な取引行為J6を公表し，取引当事者聞の不公正な取引行為の
規制について関心を示している。他方，我が国では，改正後の「著しい不均衡」規制の要件論及び，
相対的市場支配力規制を補完する同規制の運用実績について，競争法の観点から詳細に検討される
機会は比較的少なかった7。本稿は，一方当事者の他方に対して経済的に優越する関係につき，経
済的従属関係の濫用規制に加えて， r著しい不均衡」という独自の規制を備えるフランス競争法か
ら，我が国の優越的地位の濫用規制について示唆を得る可能性を探求するものである。
第1章 「著しい不均衡」規制の導入
第1節経済現代化法による「著しい不均衡J規制の導入
1 導入された規制
(1) 旧規定
商法典L.442-6条r号bは， 2001年 5月15日の法律8 (以下 rNRE法J)以来，幾多の文言の改
正を経て9，以下のような態様の従属関係，購買力又は販売力の濫用行為を，差止め及び損害賠償
5 Loi nO 2008-776 du 4 ao色t2008 de modernisation de l'economie. 
6 Livre Verte sur les pratiques commerciales deloyales dans la chain巴d'alimentaire et non也limentairein-
ter巴ntreprisesen europe.，公正取引委員会競争政策研究センター「諸外国における優越的地位の濫用規制
等の分析 (2014年)を参照。
7商法典L.442-6条I項2号に関する園内文献として，大津彩「事業者間契約における不当条項規制をめぐ
る立法論的視点(l)J法翠志林108巻4号 (2011年)1頁以下，ジェローム・ファーブル/和久井理子(訳)
「フランスの大規模小売分野における不公正取引の規制」公正取引769号 (2014年)40頁以下など。
8 Loi nO 2001-420 du 15 mai 2001 relative aux nouvelles regulations economiques. 
9 2005年8月2日の法律により，第2文の「いかなるものであれ優位性を与える恩恵の下に，より多くの製
品を販売するような提案に拘束する行為は，取引時点において，同様な製品にアクセスすることを妨げると
きは，販売カ又は購買力の濫用を構成しうる。」が追加された。さらに2008年l月3日の法律により，第l
請求の対象となる構成要件として，規制してきた。
「商業取引の相手方を不当な取引条件又は義務に従属させ，とりわけ契約上の約定の未履行に照
らして不釣り合いな違約金を賦課するような，取引の相手方を拘束する従属関係，購買力又は販
売力を濫用すること。 L、かなるものであれ優位性を与える恩恵の下に，より多くの製品を販売す
るような提案に拘束する行為は，取引時点において，同様な製品にアクセスすることを妨げると
きは，販売力又は購買力の濫用を構成しうる。」
(2) 新規定
2008年8月4日の経済現代化法 (LME法)10は， 2008年1月の改正の直後であったが， L442-6 
条I項2号bを大幅に改正し，差止め及び損害賠償請求の構成要件を以下のように変更した。
商法典L442-6条 I項2号
「商業取引の一方当事者に対して，当事者の権利及び義務において著しい不均衡を生じさせるよ
うな義務に従わせ，又は従わせようとすること。」
「従属関係，購買力又は販売力の濫用」規制に代えて「当事者の権利及び義務において著しい不
均衡」の要件が導入された。立法者は「単純化し，現実化するという配慮、の下にJ，I一著しい不均
衡」という概念が従前の概念に代わるものとなる，と明言する110
2 規制導入の趣旨
(1) 相対的市場力規制の限界
改正の動機として，詳細になり過ぎた行為要件の充足の立証は困難を伴い，行為要件の客観的な
定義は，実際には非常に困難で，適用の困難性を生じる可能性があったことは疑いなし、120立法者
の言う「単純化し，現実化するという配慮の下にJ，Iより広汎でより取引的な関係における行為の
現実に適合した基準J13とは，行為要件の明確化，緩和という文脈で理解しうる。
しかし， I著しい不均衡」要件への大胆な転換が要請された動機は，構成要件の「単純化」のみ
にとどまるものではない。本質的な動機は， LME法による改正を主導した，当時の法務大臣に宛
てられた IHagelsteen報告書J14の，従前の規定では，相対的市場力規制を補完し，主として大規
模小売事業者の購買力の濫用を規制する，という意図が失敗に終わったことの指摘に見られる。す
なわち，従前の「従属関係，購買力又は販売力の濫用」規制では，条文上の要件ではないのに，一
文に「とりわけ契約上の約定の未履行に照らして不釣り合いな違約金を賦課するような」と挿入された。拙
稿・前掲注 (1)[2014年]224頁以下を参照。
10 Sutra note 5. 
11 J. 0.， A. N.， doc.， 2008， nO 908， par M. Jean-Paul Charie， p.115. 
12 Rapport de Mme Marie-Dominique Hagelsteen， La negociabilite des tarifs et des conditions generales de 
vente， rapport au ministre de l'economie， des宣nanceset de l'emploi et au secretaire d'Etat charge de la con-
sommation et du tourisme， 12 fevrier 2008， pp. 29-30. 
13 Decision nO 2010-85 QPC-13 janvier 2011， Etablゐ'seme開tsDARtYet Fils， Les Nouveaux Cahiers du Conseil 
constitutionnel Cahier nO 32.， pp. 3-4.， J.0.， A. N.， doc.， 2008， pp. 318-319. 
14 Rapport Hagelsteen， sutra note 12， pp. 21-22 
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方当事者が他方に要求する義務が，競争上の優位又は非優位を構成するかの検証が要求された150
また， r従属関係」について， L.420-2条第2段落の経済的従属関係の濫用規制と同等の厳格な判
断基準が援用され， r代替的解決方法」の基準16が， L.442-6条I項2号においても用いられた。
例えば， 93-D-21審決17，03-D-ll審決18で，競争評議会は，特定の納入事業者に対する，大規
模小売事業者又は購買センターによる要求について， r関連製品市場…又はこの譲渡から利益を得
た小売事業者と他の事業者との間…で競争を制限することを目的とし，又は効果を得たということ
が明らかでない限りJ，同様に「濫用的な合意および行為により，生産者の資本が小売事業者へ不
当に譲渡されるに至らない限り」経済的従属関係の濫用により，禁止され得ないと判断した。そし
て，これらの行為がL.442-6条I項2号の要件を満たす可能性を考慮せず，不起訴の結論を出し
た。
rHagelsteen報告書」は，以下のように述べる。 r(本条の)司法的な手段は…供給事業者と大規
模小売事業者との関係の規制に適用されると考えられた。しかし実際には，非常にわずかに適用さ
れたにとどまる (2001年の採択以来，…わずか2つの判決にすぎない)。…裁判所は，経済的従属
性又は購買力の概念に，要件の厳しい第2章の規制と…異なる意味を与えていない傾向がある
…」。そして， r従属関係又は購買力の濫用を明確にするために本条を書き換える可能性が検討され
たが，結局，退けられた。一切の『客観的な』定義，限界の画定は，実際には確立することが非常
に困難で，本来的に悪しき結果を生じさせ得る…。」と述べ， L.420-2条第2段落と同じ意味を与
えられかねない「従属関係」の濫用基準ではなく，新たに構造の異なる基準を設ける必要性を提言
した。
(2) 差別行為規制の削除との関係
着目すべきは， rHagelsteen報告書」は，上記L.442-6条I項2号の改正の提案と同時に，同じ
L.442-6条I項の 1号における，価格に関する差別行為の禁止規定19の削除を強く求めている点で
ある。同報告書は，フランスでは他国に比べて消費者物価の上昇が著しい点を指摘し「差別行為の
禁止は，今日，交渉の創設にとって，司法上の障害を構成する」と述べる。同報告書を受けて，
15 Ibid， pp. 29-30. 
16 Cons. conc.， 31 aout 2001， n'01-D-49， BOCC， 30 octobre 2001.; Com.， 3 mars 2004， Bull. 2004， N， n'44， 
pourvoi n' 02-14.529. rある事業者が，その供給事業者を，技術的及び経済的に同等の条件における調達の
要求に応えるような，単独又は複数の他の供給事業者に代替する可能性を備えていない状態」を基準とす
る。拙稿・前掲注 (1)[2015年]319頁以下を参照。
17 Decision n' 93-D-21 du 8 juin 1993.大規模小売事業者である Cora社のグループ会社の行為に関する件であ
る。
18 Decision n' 03一D-lldu 21 fevrier 2003.大規模小売事業者である O丙ra社の購買センターの行為に関する
件である。
19 LME法による改正前のL.442-6条I項1号は， r差別的で，実際の代償によって正当化されない価格，支
払期限，販売条件もしくは販売又は購入の履行態様を，経済的な相手方との関係において行使し，又は相
手方から獲得し，このことによって，その相手方にとっての競争上の不利又は有利を生じさせること」を
規制していた。
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LME法は， L.442-6条 I項 1号の差別行為の禁止規定を削除し，供給事業者及び小売事業者に対
して，価格の自由交渉の可能性を委ねた。これにより事業者聞の価格交渉の自由化は強化された
が，反面，契約自由の原則の無制限な適用の弊害も同時に意識された。そこで立法者は「より強力
な価格交渉可能性，及び取引関係におけるより強度の透明性を認めるj 目的を実現すべく，価格自
由化とは反対の観点で，価格交渉における濫用的な行為をより強固に規制することを望んだ。その
結果，採択された解決方法が，同項2号を刷新し， i著しい不均衡」規制を採用することであった
といえる。
3 r著しい不均衡」要件の採用
(1) r従属性の濫用」要件の限界
「従属関係の濫用」要件が退けられた理由が，以上で述べた通りであるとしても， i従属関係の濫
用」に代わる新たな基準として選択されたのが，なぜ「著しい不均衡」であったのかが問題となる。
(2) フランス消費法典における「著しい不均衡」規制の影響
LME法の立法者は「著しい不均衡」の基準が，消費法典L.132-1条第 1項から着想を得ている
ことを明言する20。同条は，消費者と事業者聞の濫用条項に関する1993年のEC指令21を国内法化
するために， 1995年 2月1日の法律2により制定された。L.132-1条第 1項は「専門業者及び非
専門業者又は消費者の聞における契約においては，非専門業者又は消費者にとっての損害を目的と
し又は損害をもたらすことにより，契約当事者聞の権利及び義務において著しい不均衡を有する条
項は，濫用的である」と規定し，別表及びデクレにより濫用条項(c1ausesabusives)のリストを
備えていた。さらに LME法による改正により，濫用条項リストを拡充する2009年のデクレが制定
された230
消費法典に着想を得た「著しい不均衡」規制の導入は，立法審議よりもむしろ，行政による強力
な主導に基づくものであった24。法改正に先立ち，取引行為審査委員会 (Commissiond'Examen 
des Pratiques Commercia1es，以下， iCEPCJ)25の論説において，.Chagnyは「価格交渉の規制」
と題して， i取引の相手方に対して，その経済力を濫用的な態様で行使する場合は，立法者は，明
20 J， 0.， A. N.， doc.， 2008， supra note， pp. 318-319. 
21 Directive 93/13/CEE du Conseil， du 5 avril 1993 (消費者と締結される契約における濫用条項に関する EC
指令93-13号)は， 3条1項及び6条1項において，濫用条項と性質決定される基準として「当事者の権利
及び義務における著しい不均衡」の概念を用いる。
2 Loi n' 95-96 du 1 fevrier 1995 concemant les clauses abusives et la presentation des contrats et r匂issant
divers巴sactivites d'ordre economique et commercial. 
23 Decret n' 2009-302 du 18 mars 2009 portant application du l'artic1e L.132-1 du code de la consommation.消
費法典における濫用条項の改正については，大津彩「フランスにおける濫用条項のリストについて」法撃
志林107巻2号 (2011年)37頁以下を参照。
24 A. Decocq， G.Decocq， Droit de la Concurrωce， 5'editio担， Lextenso editions， 2012， 1'295， pp. 413-414. 
25 2001年のNRE法により創設された，競争制限行為の法適合性について，意見を述ぺ勧告する権限を有する
専門機関である。
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白な不均衡，著しい不均衡又は明白に過剰な優位性を規制する義務がある」と提言した260 また，
rHagelsteen報告書j27は rCEPCの意見を受けて，実行行為者に責任を負わせ，民事的な制裁を
課する行為を列挙する配慮を立法権に付託する，より大きな修正が検討されうる。法案は，消費法
典L.132-1条の濫用条項についての規定から着想を得た可能性がある。(消費法典における)濫用
条項は，濫用行為を特定するごとに法律に頼ることを避ける利点を備えており， (濫用条項)委員
会の既得の経験から恩恵を受けることが可能であったj，と述べて， r著しい不均衡」規制の利点を
強調する。
これらの議論の主導により「著しい不均衡」規制の導入が議会において審議された。国民議会に
派遣されたおquelle教授は， r著しい不均衡j(des句uilibresignificatif)ではなく， r不釣り合い
な義務j(obligations disproportionnees)の概念を提案していた。しかし，立法報告者 Charie議
員は，この提案は「後退である」ことを理由に却下した280 なぜなら，消費法典における濫用条項
に関する1995年2月1日の法律29は， r経済力の濫用」要件を廃止し， r著しい不均衡」要件を採
用したが， LME法の立法者は，競争法に関しでも「消費法により伝授された動向に従うことを望
んだ」からである300
「著しい不均衡」規制の導入は，少なくとも事業者における状況と消費者における状況との接近
を導くものである。もちろん，この改正は事業者を消費者と当然に同一視するものではない。しか
し， Malaurie-Vignalは， r消費法と共通の概念の採用は，供給事業者一小売事業者一消費者の関係
の，根本的な統ーを示すものである」と述べる。すなわち， rもし供給事業者又は小売事業者に対
して濫用することにより搾取するなら，消費者も同様に被害者であると考えられるj，近時の圏内
及びEU競争法の発展は，小売事業の関係におけるこのような根本的な統ーを示すものである，
「消費者はこの関係の中心にいるj31。このような考え方は， r競争委員会は，競争法は，消費者の
充足をその主要な目的とすると恒常的にー述べている」ことと合致する，と述べる。
第2節規制手続及び効果
1 規制手続
1.442-6条第E項は，同条の違反行為が行なわれた場合の規制手続を定める。同項第1段落は，
「競争委員会長官が，その管轄に属する事件に際して，本条で規定される行為を認めるときは，全
26 M. Chagny， Le controle des abus dans negociation， Rapport de la Commission d'examen des pratiques com-
merciales 2007-2008， annexe 10， p.142 ets. 
27 Rapport Hagelsteen， supra note 12. 
28 M. Malaurie-Vignal， Le nouvel article L.442-6 du Code de commerce appo付e-t-ilde nouvelles limites a lanegocia-
tion co開tractuele?，CCC. 2008， Dossier 5， n'11. 
29 Loi n' 95-96 du 1er fevrier 1995 concernant les c1auses abusives et la pr己sentationdes contrats et regissant 
diverses activites d'ordre economique et commercia1. 
30 M. Malaurie-Vignal， supra note 28， n'11. 
31 M. Malaurie-Vignal， La LME affirme la liberte negociation et sanctionne le desequilibre s~初icatij， CCC. 2008， 
Comm. 238， pp. 28-30. 
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ての正当な利益を有する者，検察官，経済担当大臣，又は競争委員会長官により，権限を有する民
事又は商事裁判所への訴訟手続がとられる」と定める。
同条第2段落は違反行為に対する処分として， r…経済担当大臣及び検察官は，提訴裁判所に対
して，本条で規定される行為の停止を命じることを請求することができる。…これら全ての行為に
ついて，違法な条項又は契約の無効の確認を求め，不当な利得の回復を要求することもできる」と
定める。さらに同段落は，民事過料 (amendeciviI)について， r同様に， 20，000ユーロを超えな
い過料(民事裁判所によって宣告される金銭罰)の宣告を請求することができる。ただし，これら
の過料は，不法に支払われた金額の3倍を課することができる」。本条違反の行為は，損害賠償請
求の対象となるが(L.442-6条I項柱書)，民事過料と損害賠償請求を同時に請求することができ
ることも定める。
2 取引行為検査委員会 (CEPC)への付託
2001年のNRE法32により，競争制限行為の法適合性について意見を述べ，勧告する権限を有す
る，専門機関として取引行為審査委員会 (CEPC)33が設置された。裁判所は， L.442-6条で規定
される競争制限行為について， CEPCの意見を求めることができる(L.442-6条E項， L.440-1条
町項)0CEPCに付託する決定に対して上告することはできない。 CEPCは，係属から最大4ヶ月
の期間内にその意見を通知する。訴訟の内容に関する全ての判決は，意見の受領又は，受領がない
場合は前記4ヶ月の期間の満了まで延期される34。ただし， CEPCにより表明された意見は裁判所
を拘束するものではない(同N項)350 CEPCは「・請求書及び契約書を含む取引書類又は広告書
類，及び，製造事業者，供給事業者及び販売事業者が従属するこれら事業者聞の取引関係に関する
行為について，意見を述べ，勧告を作成することJ，r法の適合性への意見を述べること」も任務と
する(L.440-1条V項第1段落，第2段落)0CEPCは「付託された質問及び同委員会の管轄に含
まれる全ての事柄，とりわけ信義誠実による行為の発展に関する事柄について，勧告の採用を決定
する・・・」。
第2章 「著しい不均衡」規制の理論
第1節 「著しい不均衡」規制の解釈論
1 旧条文の要件との関係
(1) 従属関係の濫用規制からの転換
「従属関係，購買力又は販売力」の濫用の基準を廃止し，新しい「著しい不均衡」規制を採用す
ることにより，裁判所が，相対的市場力規制と， L.442-6条I項第2段落の競争制限行為の規制の
性質，要件，効果とを峻別し，濫用的な行動を，より容易に規制することが可能となるはずである。
32 Stφra note 8. 
お前掲注 (25)0CEPCは，上下院議員，裁判所職員，各事業者団体代表，専門職により構成される。
34ただし，緊急又は保全の必要的な手段がとられることが可能である。
35 CEPCの意見は，意見を付託した裁判所による決定の後に，公表される。
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(2) 旧条文の解釈論との連続性の問題
しかしその一方で， I著しい不均衡」は概括的で抽象的な基準であり，それを補充する解釈指針
が条文上与えられていないことに，懸念が表明された。「著しい不均衡」規制を提言した IHagel-
steen報告書」においても，司法判断における解釈基準が事案ごとに不統ーとなること，行為者の
側から見れば行為の適法性に関する予測が不能であること，旧条文下での解釈基準との「断絶は不
安定な時代の到来を予測させるJ36ことが指摘された。 Malaurie勾ignalも「新しい1.442-6条の
条文は，議会会期中にわずかの議論が割かれただけなので訴訟の豊富な源泉となる可能性があ
る」と指摘する37。上記のような懸念から，法改正後も，旧「従属関係の濫用」規制の基準を再び
採用して，相対的市場力規制の補充の趣旨と整合する解釈を模索すべきとする見解が主張された。
さらに異なる視点からも議論がある。すなわち，経済担当大臣による差止め，無効確認、，民事罰
の訴えは，被害者である供給事業者らの意向とは無関係に提起され得るから，経済担当大臣に私企
業聞の契約条項に介入するきわめて広汎な権限を認めることになる。私的自治に反して，かような
市場及び競争を保護する自律的な訴訟を認めることは，同条が単に契約上の不均衡を規制している
というのみでは正当化されない。競争法上の観点から，旧条文と同様に，一方当事者が経済的に
「従属関係」にある場合の「濫用」を規制対象とするという解釈論が必要ではないか，と主張され
た380
(3) 解釈基準を巡る見解
第1の立場として，裁判所が， LME法による改正前と同様に， 1.420-2条第2段落における従
属性の要件を， 1.442-6条I項2号にも当てはめる条文解釈をする可能性が指摘されている。例え
ば， I購買力，販売力又は従属状態が，不利益な不均衡を課することを暗示する」場合，という要
件を提言して，上記のような解釈を擁護する論者も存在する39。しかし， 1.420-2条第2段落の条
文の「従属関係」要件が厳格である限り，このような解釈論は， r著しい不均衡」への大規模な書
き換えにより，濫用を効率的に規制する，という立法者の意思を徒労に終わらせる可能性がある400
第2の立場は，逆に裁判所が「著しい不均衡」要件を字義通りに解釈し，契約法上の対価関係
が不均衡である場合を規制する可能性を予測する41。しかしこの解釈では，司法判断の不統一，不
確実性の問題と，行政及び司法による私企業聞の契約条項への行き過ぎた干渉の弊害が懸念され
る42。
折衷的な第3の立場として，規制を効率化しつつ，他方で行政及び司法による不当な干渉を抑
36 Rapport Hagelsteen， supra note 12， p.24， ets. 
37 Malaurie-Vignal， supra note 28，が 27.
38 Ibid， nO 5 
39 D. Ferrier， D.2008， p.2234， nO 19. 
40 Malaurie-Vignal， supra note 28， nO 18. 
41 F. Rome， D. 2008 editorial， p.2337. 
42 Malaurie 
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制することを試みる見解が存在する。 Testuは「著しい不均衡」は，倫理的な黙示の意味を有す
る，と解釈する。事業者聞の交渉力を濫用するような「著しい不均衡」は，契約上の信義誠実に対
する違反を犯すものだが， I著しい不均衡」があるのみで，契約上の信義誠実の欠如を示すと非難
されるのではない，従属状態の搾取又は交渉力の濫用から信義誠実の欠如が生ずるのである，と主
張する430
Malaurie-Vignalは， Testuの立場を補充しつつ，以下のように述べる44。取引の相手方の従属
状態の搾取の証明は，新しいL.442-6条I項2号の適用に不可欠な要件ではないが，信義誠実の
欠如を導き出すことの可能な徴表として，従属状態を考慮、に入れることができる。ただしここにい
う従属概念は， L.420-2条第2段落の経済的従属関係の濫用におけるように，専ら経済的な概念で
はなく，契約上の観点から性質決定すべきである。例えば，過度に長期間続く排他的供給条項は，
(L.420-2条第2段落では， I代替的解決方法」要件を満たさず，従属関係が否定されようが)，新
しいL.442-6条I項2号の適用対象になり得る。判例は，従前このような不均衡の規制に消極的
であったが， I著しい不均衡」は，従属状態の搾取状態に対する，私法的な規制を強化する可能性
がある。
第2節要件解釈論
1 [""当事者の権利及び義務における」
「著しい不均衡」規制は，小売事業者による購買力の濫用の規制を強く意識して導入されたもの
であるが，それ以外の類型も幅広く対象とするのかが問題となる450
この点，立法時の国民議会の経済取引委員会 (commissiondes affaires economiques)は， Iこの
規定は，誰が首謀者であろうと，不均衡な義務の賦課を規制することを目指すものである。 一裁判
官によって小売事業者の供給事業者に対する従属関係を評価するために考慮される基準は，供給事
業者の小売事業者に対する従属状態を評価するために根拠とされる基準と同様である。供給事業者
による，相手方である小売事業者に対する従属関係の濫用と評価される行為…例えば，巨大ブラン
ドが，消費者一望む「輝かしい」製品を，小売事業者に…売らせないという威嚇の下に，全ての製
品を一括して売りつける包括合意 (accordsde gamme)が例である。」と述べる46。また， CEPC 
も，11)'当事者の権利及び義務における著しい不均衡』という新しい概念は，…あらゆる場面を捕捉
するのに適している。この概念は，取引当事者聞の協定への適用に関して効力があると評価され得
る。行為が取引当事者に損害を与えるような明白な不均衡をもたらすことを証明するには，予め行
為者が購買力又は販売力を保持していることの証明は要求されない」と述べる470
43 F-X. Testu， La tr，仰 spositionen droit interne de la directive co例措tunaufairesur les clauses abusives. 
叫 Malaurie-Vignal，supra note 28， nO 18. 
45旧「従属関係，購買力又は販売力」の濫用規制は，相対的市場力規制lと同様に，需要者主導型の従属関係
(購買力濫用型)と供給者主導型の従属関係(販売力濫用型)に区別することが可能である。拙稿・前掲注
(1) [2015年]321頁以下を参照。
46 Decision nO 2010-85， supra note 97， pp. 3-4.， ].0.， A.N.， doc.， 2008， supra note 37， pp. 318-319. 
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かくして「著しい不均衡」規制が，需要者主導，供給者主導を問わず，また， L.442-6条の他の
各号が規定する取引関係の破棄，返品・値引要請等の行為に該当するかを間わずに，広汎な分野に
おいて訴追され，裁判所により適用される可能性があることが，立法者，当局により明言された。
2 r著しい不均衡」
(1) 交渉の自由化の視点
「著しい不均衡」の基準に関して， Malaurie-Vignalは，目的論的解釈の見地から，r基本原理は，
交渉の自由化である。「一切の代価がないことは，契約上の不均衡を示している。・・・『不均衡』は，
一切の代償を負担しなに、ような義務の軽減によって表される」と述べる48。他方で，全ての不均衡
を規制するならば，差別行為の禁止規定を削除した第1号の改正に抵触することを指摘する420
上記指摘は， LME法が，差別行為規制を削除して交渉の自由化を図るL.442-6条I項1号の改
正と， r著しい不均衡」を導入して交渉過程における濫用的な行為の規制を強化した同項2号の改
正を，同時に行なった立法者意思を重視するものである。差別行為規制の削除による無制限な交渉
の自由化を制限するために「著しい不均衡」規制が導入されたが，翻って，差別行為規制の削除が
もたらす交渉の自由化が， r著しい不均衡」の解釈指針となりうる。すなわち， r不均衡」の行き過
ぎた規制が，差別行為を禁止する効果に至ってはならない，交渉の自由が奪われる状態をもたらす
ような「不均衡J(のみ)が規制対象とされるべき，という解釈指針を示すものと解する余地があ
る。
(2) 消費法典の規範の援用の可能性
第1章第1節で述べたように，立法者は， r著しい不均衡」の導入が，消費法典におけるL.132-
1条の「著しい不均衡」概念の影響を受けたことを明言する50。そこで，競争法上のL.442-6条I
項における解釈指針として，消費法典における解釈論を援用しうる可能性が議論された。
確かに，競争法において消費法上の概念でもある「著しい不均衡」が導入されたことは，
Malaurie-Vignalも指摘するように，事業者，消費者がそれぞれ置かれる状況の接近を推測させ
る510 さらに Malaurie勾ignalは，近時，園内競争法のみならず EU競争法における供給事業者一
小売事業者一消費者の関係の，根本的な統一の理念が発展している旨を強調する52。
消費法上の解釈論，例えば以下のような消費法上の「著しい不均衡」を構成する違法性が高い条
項の判別基準から，競争制限行為における「著しい不均衡」の解釈論の着想を得られることが指摘
47 CEPC， Les abus dans les relations commerciales， avis mis色jourle 10 jui1et 2010. 
48 Malaurie-Vignal， sutra note 28，ぜ 23
49 Ibid. 
50 Rapport Hagelsteen， sutra note 12， p.30， ets. 
51 Malaurie-Vignal， sutra note 28， n'8は，消費法分野で濫用条項委員会 (Commissiondes clauses abusives) 
へ訴えるのと同様に， LME法により，裁判所がCEPCへ申立てることが承認されたことにより，接近は強
化される，と強調する。
52 Malaurie-Vignal， sutra note 31， pp. 28-30. 
-177-
された530
(a)契約を変更する一方的な支配力を与える条項
(b)正当な理由なく，代償のない有利性を与える条項
(c)不平等な契約上の危険を分配することを保証するもの
(d)過度に漠然としてそれ故に不明確な条項を含み，消費者の義務違反を詳細に確定できないもの
(e)義務違反とそれに対する制裁との聞に過度に大きな不均衡を定めるもの
(f)相互性を有しないもの:相互性は「著しい不均衡」を排除し，その結果，濫用を排除する;た
だし，相互性を認めることが，真の均衡を必然的に保証するものではない。
(3) r不均衡」の対象
「著しい不均衡」が評価される対象は何かが問題となる。この点，消費法典132-1条第7項は，
「濫用条項の評価は…主な商品についても，価格の適合についても，又は売買目的物である財産又
は提供される役務の対価についても対象とするものではない54J と規定し，商品又は役務とその対
価との聞の金銭的な不均衡を考慮しない。なぜなら消費法においては，契約上の不均衡を規制する
ことが問題なのであり，給付と請求される価格との聞の完全な等価値性を保障するものではないか
らである。
これに対して商法典L.442-6条I項2号における「著しい不均衡」は金銭的なものであると仮
定する見解がある550 たとえ対価以外の条項(例えば過度に長期間にわたる不競争条項等)に不均
衡が存在するとしても，商業取引上の交渉は，究極的には，価格に関するものだからである。
思うに，ここでも， L.442-6条I項1号の差別行為規制の削除との関連性を意識することが重要
である。差別行為規制の削除がもたらす価格交渉の自由化の副次的な主題として，裁判官は，価格
に関する不公正な取引条件，明白な不均衡の徴表を，規制することができなければならない叱少
なくとも，一切の代償を負担しないような，一方当事者の義務の軽減があれば，価格交渉の自由が
機能していないことの徴表であり， I不均衡」と評価される可能性がある。
(4) 契約全体の経済性
さらに，個別の条項ごとに「不均衡」が評価されるのか，契約全体の経済性を考慮して評価され
るのかが問題となる。小売事業者が供給事業者から製品を仕入れる場合，供給の代価として定めた
価格について「不均衡」を評価するのか，それとも契約関係全体が問題とされ，価格に関する利益
53 Malaurie-Vignal， sutra note 28， nO 25. 
54 Ibid.ただし，裁判所及び濫用条項委員会は，消費法典L132-1条の付則に，金銭的な均衡の規制Jの例も加
える。
55 Ibid.ぜ 20.
56 Ibid. L.442-6条I項I号が「実際に提供された商業的役務に相応しない，又は，提供された役務の価値に
対して明白に不釣り合いな，何らかの利益を獲得・・」ることを規制し，同条同項4号が， 1"取引関係の全部
又は一部の性急な破棄の威嚇を用いて，価格に関する，明白に濫用的な取引条件を獲得し又は威嚇するこ
と」を規制していることも根拠としうる。
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(値引き等)を控除した後の現実の購入価格について評価するのか，という疑問である。
「価格の透明性」に関するL.441一7条I項は， 1供給事業者と，小売事業者又は役務の受領者と
の聞で書面上締結される協定は， L.441-6条及びL.442-6条に関して，取引上の交渉の結果，価格
の決定を目指して当事者が誓約した義務を定める」と規定する。すなわち事業者間で締結される契
約では，取引関係全体における利益に対応する費用の負担が考慮された上で，価格が決定されるの
だから， 1著しい不均衡」の評価も契約全体において行なわれるべき，との解釈が導かれる余地が
ある。
3 r従わせ，又は従わせようとする」
(1) 拘束性の程度
「従わせ，又は従わせようとする」行為が対象とされ，拘束的な表現の文言が用いられている。
他方，消費法典L.132-1条は「契約当事者聞の権利及び義務において著しい不均衡を有する条項」
と規定しており，拘束の概念を用いていない。対比するならば，消費法典は，抵抗し難さ
(irresistibilite)の概念を問題とするのに対して，競争法では，拘束(可能性)を問題とすること
が指摘される570
(2) 実行行為性
「著しい不均衡」を含む契約条項を作成すること自体が違反行為か，という点について， CEPC 
は，解釈指針58を公表し，1予め起案された条項を提案することは，当事者聞の現実の交渉の結果，
変更される可能性がある以上，禁止されない」が， 1予め起草された契約への署名を獲得すること
は…『著しい不均衡』を示す可能性がある以上一-L.442-6条の適用により，規制される可能性があ
る」と述べる。
4 CEPCのガイドライン59
上記に加えて， CEPCは具体的な適用場面を想定しつつ「著しい不均衡」の解釈指針を公表した。
(1) 海外口座ー供給事業者が海外口座に資本分担金を払い込むことは適法か。
その分担金が契約及び正当な約定に対応するならば適法である。当事者の権利及び義務において
著しい不均衡を生じるならば適法ではない。例えば，支払われた金額が既定であって・・海外のセン
ターが何ら特段の役務を提供せず，製品がフランス外では取引されない場合，不均衡は明白である。
(2) 購買約款一取引約款に代えて，購買約款を供給事業者に課するのは適法か。
(3) 条項の交渉 「現在の販売条件は，供給事業者の書類，とりわけ取引約款に記載される全て
の他の一条件を排除して適用される」と記載された契約書に署名することは適法か。
57 Ir色neLuc， L'apρlication judiciaire du desequilibre sig;月初catifaux contrats d匂faires，A] Contrats d' affaires--
Concurrence-Distribution 2014 p. 109. 
58 Avis n' 09-05 du 1er janvier. 2009， completant les questions-r匂onsesdu 22 decembr巴2008sur la mise en 
oeuvr巴dela loi de modernisation de l'economie， CEPC 09020501， Rapport de la Commission d'examen des 
pratiques commerciales 2009-2010， annexe 17， pp. 159-162. 
59 Ibid. 
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不適法で浅うる。取引約款は交渉の基盤を構成するものであり，当事者聞の交渉の対象となる。そ
れゆえ，契約当事者は，商法典L.442-6条の意味における著しい不均衡を生じない限り，合意に
より，供給の条件を削除することを決定することができる。
(4) 値引交渉ー供給事業者の製品につき，供給事業者が競争(小売)事業者から発注を受けたこ
とを唯一の理由として，供給事業者から価格の値引きを獲得することは適法か。
(5) 同調的な交渉ー当該製品につき，競争者が販売価格を凍結することを予告し，もし供給事業
者が，競争者の周知の価格に同調することを可能ならしめる補償に同意しない場合に，突然に製品
の発注を拒絶することは適法か。
小売事業者は，競争小売事業者にその製品を売ったことを唯一の理由として，供給事業者に対し
て，組織的に価格の値引きを要求する目的で，その購買力を利用してはならない。新しいL.442-6
条の規定は，取引条件の自由な交渉可能性と結びつく。しかし，この自由は「当事者の権利及び義
務における著しい不均衡J(I項2号)， I取引関係の全部又は一部の性急な破棄の強迫を用いて，
売買契約上の義務に属しない，価格，支払期限，販売態様又は役務に関する，明白に濫用的な取引
条件を獲得し又は獲得しようとすることJ(同項4号)を導く場合に制限される。
(6) 支払遅延についての不均衡な損害金についての交渉
…顧客が，相談者(供給事業者)の請求書を75日決済で支払うにもかかわらず，顧客が供給事
業者に，共同事業費の月払いーを要求することは，著しい不均衡ではないか。これにより供給事業
者は財源から20000ユーロを前払いさせられ，その上，供給事業者は月払いを遅延し，毎月2.5%
の損害金を課されている。
支払遅延に関する顧客の要求…は明白に供給事業者の資本回転に基づく資金調達を鈍らせる効果
がある。この要求は，商法典L.442-6条I項2号における著しい不均衡と解される可能性がある。
第3節明確性の原則との関係
1 2011年1月13日の憲法院による事後的違憲審査判決60
CEPCの示した基準にもかかわらず， I著しい不均衡」の構成要件の暖味，不明確性について，
疑問が呈された。いずれも大規模小売事業者である DARTYet FILS商会， Syst色meU Centra1e 
Nationale社及びLec1erc購入センターグループ社 (GALEC)は，憲法院に対して， L.442-6条I
項2号は，罪刑法定主義の原則に適合するほどの明確性を備えていないと申立てて，違憲審査を
求めた610
憲法院は，憲法先決問題の制度62により，事後的違憲審査を行い， 2011年1月13日の決定にお
いて，同号の定める民事過料が罪刑法定主義の原則に従うことを認めつつ，同規定が罪刑法定主義
60 Decision n" 2010-85 QPC-13 janvier 2011， Etablissements DARtYet Fils， Les Nouveaux Cahiers du Consei1 
constitutionnel Cahier n" 32. 
61憲法院は，カルフールCarrefourFrance略式株式会社と， EMC Distribution社も参加することを認めた。
62 Question Prioritair巴deConstitutionnalite， (fQPCJと略される). 
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の要請する構成要件の明確性の原則に違反しないとして，請求を棄却した。
2 憲法院の判断
(1) 罪刑法定主義の適用
憲法院は，第1に，以下の内容を述べた。憲法34条に基づき，立法者は民事及び取引上の義務
の基本原則を決定する権限を有する。公法秩序の分野で定められる目的を考慮すれば，経済分野に
おいて，特定の義務違反に罰則の性質を備える民事罰を付することは許される。経済担当大臣又は
検察官の請求に基づき商事裁判所によって宣告される民事罰は，損害の賠償ではなく，立法者によ
る禁止行為の抑制を目的とする。この罰則規定は， 1789年の人権宣言の8条及び9条の要請，と
りわけ罪刑法定主義の原則を尊重しなければならない63。以上の理由で，商法典L.442-6条が罰則
の性質を有する過料(民事罰)を付することは許容されるが，罪刑法定主義の原則に従う旨を判示
した。
(2) I明確性の原則」への適合性
次に，憲法院は，罪刑法定主義の求める構成要件の明確性の原則は「仲裁を避けるために十分な
ほど，明白かつ明確な文言」の規範に適合する必要がある旨を述べた。その上で，異議を申立てら
れたL.442-6条I項2号の「当事者聞の権利及び義務における著しい不均衡」の構成要件は，罪
刑法定主義の求める明確性の原則に適合すると判示した。憲法院は，同条の構成要件が，十分に明
白かっ明確に解釈可能であることを裏付けるために，以下の根拠資料を詳細に引用した。
まず憲法院は， rHagelsteen報告書J64に現れる，立法趣旨を引用し「これらの行為の禁止は，
濫用の禁止のようにその効果，とりわけ競争に関する効果の評価に根拠を置くのではなく，もっぱ
ら非難された行為自体の存在の証明に根拠を置く」ことを，解釈指針として指摘した。
次に，憲法院は， L.442-6条3項により，裁判所が「著しい不均衡」該当性を判断する際に，
CEPCの意見を求めることができること， CEPCのガイドラインが公表されていることを明確性の
論拠とした。さらに憲法院は， r著しい不均衡」は，消費法典1.132-1条第1段落で既に用いられ
ている司法上の概念であり，消費者契約の濫用条項に関する1993年4月5日のEC指令93/131
CEEの3条の文言を取り入れていることを指摘し，消費法の解釈論を参照することができること
を指摘した。
以上より，憲法院は，同規定が罪刑法定主義を充足する明確な定義を備えていると判断した。
第3章 「著しい不均衡」規制の適用状況
第1節初期の裁判例
1 改正直後の裁判例の動向
前章で紹介した憲法院の憲法先決判断は，以下の2010年 1月のカストラマ社の事件，及び同年2
月のカルフール社の事件の裁判例を引用して，これら判例法により解釈基準の形成が進展している
63 supra note 60， p.10. 
64 Rapport Hag'巴lsteen，supra note 12， p.29， ets. 
。 。
ことを「著しい不均衡」要件の明確性の根拠とした。もっとも， 1"著しい不均衡」規制の導入直後
のこれらの裁判例は，旧規制の「従属関係」又は「購買力」の濫用を基準として， 1"著しい不均衡」
を認定しており 65，1"著しい不均衡」独自の解釈論が未形成であることを示している。
2 カストラマ社事件66
裁判所は， DIY分野の小売事業者である Castorama略式株式会社(以下「カストラマ社」と記
す)に対する経済担当大臣による申立てを認めて，違反行為の差止め及び300000ユーロの民事罰
を命じた。
(1) 割引金の分割払いについて
本来，期末の決算に従い，総売上高に応じて精算支払われるべき供給事業者からの割引金の支払
いについて，供給事業者に毎月分割支払いすることを強要したカストラマ社による行為が問題とな
った。裁判所は， CEPCのガイドライン67を引用し「顧客の支払遅延に関する要求…は，明白に供
給事業者の資本回転に基づく資金調達を重くする効果がある。この要求は，商法典L.442-6条I
項2号の意味における， 1"一・著しい不均衡を生じる性質であるとみなさる可能性がある」と述べ
る68。結論として裁判所は，同社により2009年に行なわれた毎月の分割払いの要求は濫用的であ
り，同社にとって有利な「当事者の権利及び義務における不均衡」を生じると判断した。
(2) 口座振替による支払義務について
カストラマ社は，供給事業者に，分割金の支払いについて，銀行口座の引き落としを利用するこ
とを強要し，支払期日において，カストラマ社が取引口座を排他的に利用する方法を予定した。同
社は供給事業者に対して，供給事業者の本来の決済の代償となり得る代金の請求を拒んだ。分割金
の支払遅延に対する違約金は高額であり，供給事業者が口座を利用する強い圧力の手段となり，結
局，供給事業者は口座利用を選択せざるを得なかった69。裁判所は，このような行為は濫用的であ
り「供給事業者の信用を鼓損するような不均衡を強化する」と判示した。
(3) 分割金を修正する契約条項の不存在について
カストラマ社は，バーゲンセールを考慮して，特定の場合は，供給事業者の要望に従い，毎月の
分割支払額の値下げ修正を承諾した。しかし，同社は供給事業者との取引契約書に，契約期間中
に，供給事業者との取引量を抵下させる明確な手段を嬬えていなかった。同社はこの欠落を知り，
65後者の事件では，民事罰にJflJ罰不遡及の原則は適用されず，新法が適用されることが判示されたが，旧法
の解釈基準が用いられた。
日Tribunalde commerce de Lil巴， 6 janvier. 2010， Ministre de l'Economie c/ SAS Castorama，ファー プル/和
久井(訳)・前掲注 (7)参照。
67 Avis n" 09-05， supra note 58. 
日支払遅延に関する EU指令2005-35-CEの「・事業者がその供給事業者に，彼自身が利益を受けている条件
を考慮して正当化されない支払条件に従うよう強要するときは，…濫用を構成する要素とみなされうる」
との規範も引用した。
69その一方で，カストラマ社は，その本来の決済又は違約金の支払いについて他の手段を禁じられていなか
った。
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この契約がこの点において有益に補充される可能性があることを認めている。この条項の欠如は，
カストラマ社によって要求される分割金額の不公正な過大評価を引き起こした70。分割金額は実行
された取引高に対応していなかったため，供給事業者にとって深刻な損害を生じた。
(4)裁判所は， I著しい不均衡」該当性を肯定し，差止めと， 300000ユーロの民事過料を課した。
3 力ルブール社事件71
本件は，文房具と事務用家具の卸売事業者である GPV社と，カルフール・グループの食品外製
品の購買センターである CarrefourHypermarches France略式株式会社(以下， Iカルブール社」
と記す)との聞の， 2003年12月16日当時の「顧客口座管理サービス」と呼ばれる年聞の共同取引
協定書への署名が，当時の商法典1.442-6条第I項2号bによって禁止される取引行為と性質決
定されうるとして，経済担当大臣により訴追された事件である。裁判所は，経済担当大臣を代理す
るArdeche県のDGCCRF72の担当官の主張に従い，以下の事実を認定した。
供給事業者に対する支払債務に関する，この2003年の協定は，カルフール社が2004年に，供給
事業者である GPV社に対して通常よりも有利な支払期限を獲得することを許容した730
当事者聞の年間取引高の0.3%と定められる報酬74の代償としてカルフール社によって提案され
た，以下のような顧客管理サービスへの， GPV社の預託が問題となった。この協定では，銀行口
座による支払いを選択することができ，カルフ-)レ社のインターネットサイトからアカウントによ
りアクセスする。期限前のアクセスは，引き出し可能な資金限度において同意され，インターネッ
ト上で決定した条項に従い， Agricole-Indosuez銀行と共同で行なわれる。
GPV社は，取引協定によれば100日以上で請求可能であった， 2004年 1月， 8月， 9月にその債
権の期限前の償還を申立てた。これはカルブール社との計4700000ユーロの取引高のうち， 3分の
2にあたる3232374ユーロの請求である。供給事業者は4ヶ月間における債権の支払期聞を40日又
は88日に戻したに過ぎない (2003年12月四日の協定前の取引約款が予定していた期限である)。し
かし， GPV社が支払った金融利息は年利5.08%から 6%であり，計21361.47ユーロに上る。
この取引全体は， GPV社の不利益による， 2つの会社の聞の取引上の力の不均衡の性質を示し
ており，供給事業者の不利益となる。その証拠として，代理人は，当時， Ardeche県における農
業銀行は，取引顧客と，より安い貸付利率として， 4.077%から4.168%を合意していたことから，
70他方，同社は自分の側では購入量について何らの約定もしなかった。
7lN知les，25 fevrier. 2010， nO 2010-98， Ministre de l'economie/c. Carrefour. 
72 DGCCRFは，反競争行為に関する調査，競争制限行為の規制，不正競争行為の規制，消費者行政等を行う
機関として1985年に設立された。競争評議会とDGCCRFの2つの機関による規制執行は， 2008年のLME
法により，競争委員会の権限に一本化された。
73期限は，月末締め請求書から30日(発行後30から60日)又は10日締め計算書から90日(発行後100から130
日)とされた。
74 2004年の報酬は，当事者間の4700000ユー ロの取引高について， 14100ユーロに相当することには，争いが
ない。
カルフ-)レ社は，パートナーである銀行により，より高い利率の金融利息を徴収したこと，それに
より，代替的な製品の授与を受けつつ，同社自身の報酬の一部を取り戻したことを指摘した。
代理人は，以下のように主張した。この行為は，文房具の流通の主導的な地位及び購買力を濫用
したものである。カルフール社は，供給事業者には同等の手段がない，取引上重要な購買センター
であるが，取引の相手方に対して，異常に高い水準の支払期限に同意させて，財源融資の欲求を引
き起こした。よって同社の行為は違法であり，不均衡な交渉をもたらし，供給事業者の純益を間接
的に減らす。よって，同社は GPV社に対する購買力を濫用し，当時の商法典L.442-6条I項第2
号bにより， GPV社を「著しい不均衡」を生じる義務に従わせた。
しかし，このような主張を退けて，控訴院は，旧L.442-6条I項2号bの要件を引用して「こ
れらの法律の規定は…とりわけ『取引の相手方との従属関係もしくはその購買力又は販売力を濫用
し，その相手方を取引関係又は不当な義務に従わせる』損害を賠償する義務を規定する」とした。
そして，カルフーjレ社による「同社の一般購買条件は…2003年12月16日付けの取引約款に基づき，
取引交渉の範囲内で， GPV社に受諾されたから，完全に適法であり，全ての大規模小売事業者に
おいて一般的なものである」との主張を受けて， I取引法は，小売事業者の購入条件よりも供給事
業者の腹売条件を優遇することを何ら強要せず，経済規制の枠内での取引上の交渉に従う」と判示
L-tこ。
裁判所は，本件では，供給事業者は，取引協定における金融取引に当然に頼る義務はなかったこ
とを認定し，結論として， GPV社に関する差止め，民事過料の請求を棄却した。
第2節裁判例における解釈基準の発展
1 解釈基準の発展
2010年以降， I著しい不均衡」規制の適用を求める訴訟が活発に提起され，控訴院の裁判例の蓄
積が進んだ。裁判例では「著しい不均衡」のみならず， L.442-6条I項2号の各要件の解釈論への
言及がなされており，司法の立場から，基準を客観化し，明確化する意図を読み取ることができる。
2 裁判例における解釈基準
(1) [""当事者の権利及び義務における」
0) 規制対象となる取引分野
パリ控訴院判事である Lucは「著しい不均衡」規制が，特定の大規模小売事業者による行為を
制限するために導入されたとしても，行為者及び行為態様に関する適用範囲は一般的なものであ
り，大規模小売事業を超えて，以下のような広汎な分野において適用されうることを指摘する750
(a)家具販売事業者イケア社とソファー供給者との関係76，(b)卸売一分配業者と薬局との関係77，
(c)テーブjレクロス及びナプキンのリース78，(d)大型自動車79，又は市街地施設80の長期リース，
75 Luc， supra note 57， p.109. 
76 Paris， 23 mai. 2013， nO 12-01166， RTD com. 2013. 500， obs. M. Chagny. 
77 Versailles， 4 juin. 2013，ぜ 12-01171.
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(e)コンビュータ・ハードウェア81又はコピー機の82ファイナンス・リース， (f)レコード流通販売
契約眠
(d)助言及び監督の援助のサービス84，(f)ガス供給の仲買業85，(ω船舶の委譲契約86等である。
(i) 規制対象となる取引契約の態様
「著しい不均衡」規制は，規制される可能性のあるあらゆる型の契約又は行為に適用され，単一
の取引契約及び役務契約を超えて(複合型の契約にも87 さらには長期間のファイナンス・リース
契約88にも;委譲契約，小売契約，仲買契約，融資契約にも)適用される。ただし，ナンシー控訴
院は，賃貸借関係において， r著しい不均衡Jに関する規範を適用することを拒んだ890
(i) 規制対象となる取引条項
裁判例では，あらゆる型式の条項，すなわち不競争かつ排他条項90，黙示の更新条項91，解除条
項92，さらには違約条項93又は責任限定条項94が訴訟の対象とされた。消費法典L.132-1条が，取
引対象である財産又は提供される役務の価格又は対価の適合性に関する一切の審査を排除するのと
は異なり， L.442-6条I項2号には，このような制限はなく，いかなる型の義務に対しでも適用さ
れる可能性があるとされた。多数の商事裁判所判決95，及び控訴院判決は， r契約当事者聞におい
て定められた価格が当事者聞の『著しい不均衡』をもたらす・ーか，この不均衡が『著しい』と性質
決定されるほど十分に重大かを検討すること」は裁判官の役目であると強調した960
Qv) 規制対象となる当事者
裁判例は，適用対象を，市場において経済活動を行なっている行為者聞の関係として把握し97，
78 Colm紅， 13 mai. 2013， nO 11-05476. 
79 Douai， 11 avril. 2013， nO 12-02678. 
80 Montpellier， 17 septembre. 2013， nO 12-05690. 
81 Colmar， 10 avril. 2013， nO 11-05050. 
82 Paris， 7 juin. 2013， nO 11/08674. 
83 Paris， 22 mai. 2013， nO 10/19022. 
84 Douai， 23 mai. 2013， nO 12-01628. 
85 Paris， 12 septembre. 2013， nO 11-22934. 
86 Paris， 25 octobre. 2013， nO 11-20079. 
87 Paris， 4 juilet. 2013， n 0 12-07651. 
88 Montpelli巴r，ch. 2， 18 septembre. 2012， nO 11-03272. 
89 Nancy， 31 mai. 2012， nO 09-2012.ただし，棄却の理由は，経済的な当事者関係の存在の要件が満たされな
かったことである。
90 Paris， 12 septembre. 2013， nO 11-22934; Paris， 17 octobre. 2013，ぜ 11-19394.
91 Montpellier， 17 septembre. 2013， nO 12-05690. 
92 Paris， 25 octobr・e.2013， nO 11-20079; Douai， 11avril. 2013， nO 12-02678. 
93 Paris， 19 janvier. 2011，ぜ 08-08300;Colmar， 10 avril. 2013， nO 11-05050. 
94 Besancon， 19 decembre. 2012， nO 11-02445. 
95 T. com. Lille， 6 janvier. 2010， nO 2009-05184; T. com. Lille， 7 septembre. 2011， nO 2009-05105; T. com. 
Meaux， 6 decembre. 2011， nO 2009-02295. 
96 Montpellier， ch. 2， 18 septembre. 2012， nO 11-03272. 
商人のみならず，自由業(例えば弁護士聞の関係)に対しても適用を肯定した980
破畏院の解釈は分かれており，ある事案では，確立した取引関係を尊重して，行為者と被害者と
の聞の取引関係が，今からさかのぼってすでに存在していた事案への条文の適用を制限した990 し
かし，大部分の破盟院判決は同様には判断せず， L.442-6条I項2号は， r取引関係の性質又は形
態に関して何ら留保(制限)することなく，取引上の当事者を対象とする」と明言している1000
(2) r著しい不均衡」
(i) r著しい不均衡」の考慮要素
Lucは， 2つの基準を指摘する。第 1に，消費法典における濫用条項規定との同等性を備える行
為は「著しい不均衡Jを構成する。例えば，弱い当事者の賠償請求権を剥奪しようとすることであ
る101。第2に，当事者間で署名された特別約定書，又は，他の契約書において，著しく不均衡な
条項を挿入すること，例えば，不均斉な価格改定条項102，不明確な役務の対価に関する条項103，
供給事業者の負担する売残り品の返品条項104，製品の性能不良による解約条項105，又は不均斉な
支払期限条項106を挿入することは，不均斉な義務を形成し，一方当事者に制御できない義務を課
し，又は一方当事者に過剰な利益を許容するが故に，明白な不均衡を構成することである。また不
明確・不明瞭な条項も，一方当事者の差別的又は裁量的な適用により「著しい不均衡」を生じさせ
る可能性がある。
ただし，裁判例では，条項の性質により一律に判断するのではなく，事案により個別の評価を行
う。例えば，売残り品の返品条項について， 2013年7月4日のパリ控訴院判決107は，著しい不均
衡を肯定した。本件では，注文契約において，供給事業者が，貸方の代償として，会計年度又は季
節セールの期間の終了時に，売残り品の在庫を引き取ることの誓約が予定されていた。控訴院は，
この条項は全ての供給事業者に無差別に適用される可能性があり，また，たとえ小売事業者が，取
引高に影響を及ぼす全ての手段(転売価格の確定，場所の選択，販促活動)を有するとしても，返
品条項は，供給事業者に対して，対価又は代償もなく，製品の売れ行きの悪さの負担，返品費用を
も課する効果があったことを指摘した。また，供給事業者は，売残り品の数量の予測可能性を全く
備えておらず，製品の販売を促進するよう，小売事業者に働きかけることができなかった。
97商法典L.410-1条を参照。
98 Angers， 24 avril. 2012， n'11-015. 
叩 Lyon，16 mai. 2013， nO 11-07152， RTD com. 2013.500， obs. M. Chagny. 
100 Douai， 13 s巴ptembre.2012， n'12/02832. 
101 Luc， supra note 57， p112， Montpellier， ch. 2， 18 septembre. 2012， nO 11-03272 
102 Ibid， Paris， 11 septembre. 2013， nO 11/17941; Paris， 25 oct. 2013，が 11-20079.
103 Montpellier， ch. 2， 18septembre. 2012， nO 11-03272. 
104 Avis nO 09-05， 1er janvier. 2009， CEPC 09020501. 
105 Paris， 20 novembre. 2013， n'12-04791. 
106 Ibid， Paris， 18 decembre. 2013， n'12-00150. 
107 Paris， 4 juilet. 2013， nO 12/07651 (カジノチェー ンに対する適用肯定例)• 
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これに対して，パリ控訴院の2013年5月22日の判決108は，小売事業者により，レコード製造事
業者の負担として課せられた売残り晶の引取り義務は， i著しい不均衡」に該当しないと判示した。
控訴院は，引き取り義務は，製造事業者に対して支払われた通常よりも高率の手数料により埋め合
わされ，流通取引は，各当事者を効果的に利益に預からせており，とりわけ，製造事業者は，製造
期聞が非常に短いことを考慮して適合した供給を行なうことが可能であり，供給事業者に対する売
残り品の重大な危険を限定することが可能な販売条件を通知されていたことを指摘した。
(i) r著しい不均衡」の定義
パリ控訴院の2014年10月1日，同年10月29日の2つの判決109は，いずれも「著しい不均衡は
「当事者聞の義務が双方向的でないこと文は不釣り合いであることでありうる」と判示する。 10月
29日の判決が「当事者聞の特殊な状況，当事者の力関係，及び当事者の双方向的な義務を考慮し
て，争われる条項が-明白に不釣り合いであるかどうかを確証する」ことを重視するのに対して，
10月1日の判決は「対価又は法律上の理由なしに，不公平な義務又は利益を備える条項」である
と定義する10
制契約全体の経済性の考慮
裁判例では個別の条項のみならず，契約全体の経済性も考慮されている11。濫用条項を規制す
る消費法典L.132-1条とは対照的に， L.442-6条第I項2号は「条項」ではなく「義務」を規制し
ているからである12。その結果，ある条項が不均衡な内容でも，他の条項が契約を均衡ならしめ
ることが可能である。他方で，多様な条項による複合的な効果が「著しい不均衡」を構成し得
る130エヴリー商事裁判所は， 2013年2月68の判決14において「不均衡は，数又は量が禁止さ
れ得る過剰を引き起こすような，完全に適法な条項の複合からも生じ得る」と判示する。
パリ控訴院の2014年10月1日の判決15は， i特定の契約条項が，当事者の権利及び義務に関す
る均衡を回復するべく，有効に互いに釣り合うのかを評価するために，もし援用されるならば，契
約全体を考慮することができる」と述べる。その場合「証明の一般原則に従い，契約の全体的な経
済性が，…条項を適法にすると主張する当事者が，証拠を提出しなければならない。」と明言し
fこ160
108 Paris， 22 mai. 2013，が 10-19022.
1ωParis， 1町 octobre2014， nO 13-16336 (カJレフー Jレ社に対する適用肯定例); Paris， 29 octobre 2014， nO 13-
11059 (ラジオ局経済利益団体.に対する適用肯定例)
10 Muriel Chagny， Le d，ゐequilibres忽ねがcatifdevant la cour d'appel de Paris， RTD Com. 2014 p. 785. 
11 Nancy， 14 decembre. 2011， nO 10-02664. 
12 Luc， supra note 57. 
113 Ibid. 
14 T. com. Evry， 6 fevrier. 2013，ぜ 2009F00727.
15 Paris， supra note 109. 
16 Chagny， supra note 110.同じ当事者聞で締結される別の契約を考慮するために，論証が拡大される得る余地
も残る。
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(3) [""従わせ，又は従わせようとする」
0) 拘束性に関する議論
同要件の解釈について，パリ控訴院の2013年9月18日の判決117は，大規模食品流通分野の事案
において，同要件は「抵抗し難い圧力の行使(irr白istibilite)Jではなく， rより弱い当事者の服従
を推論させるような当事者間における不均衡な経済力関係の存在」を意味すると述べた。パリ控訴
院の2014年10月29日の判決118も同旨を述べる。さらに，パリ控訴院の2014年10月の2つの判決119
はいずれも，同要件は「取引当事者聞に存在する力関係の不均衡を理由として，不公平で双方的で
ない義務の影響を与え又は影響を与えようとすることである」という定義を明らかにした。
(i) 実行行為性
不均衡な条項の提案自体が違反行為にあたるか，という点について，パリ控訴院は「あらかじめ
起草された条項を提案することは・ー禁止されない」が， r…あらかじめ起草された契約への署名を
獲得することは・一規制される可能性がある」という CEPCのガイドライン120を援用する。その上
で，パリ控訴院は，小売事業者がその賠償義務を免除されるためには，小売事業者が修正を受け入
れ，供給事業者の要求に従って，条項が追加され，修正されたことを証明する義務を負う，と判断
した1210
4 条項の適用効果の考慮
CEPCが， 2008年12月22日の意見122において m著しい不均衡』の概念は…当事者に対する約
定の適用の効果に関する状況を重視する」と述べるのに対して，裁判例では，条項の具体的な適用
効果は立証されず，違反行為それ自体が問題とされ，効果が存在しないことを考慮していなし、1230
第4節判例理論の分析
パリ控訴院の裁判例で「著しい不均衡」規制の違反が認定された判決の大半は，大規模小売事業
分野，及び供給事業者と小売事業者との聞で毎年交渉される特殊な契約に関するものであっ
た1240 これら肯定例においては，供給事業者が従った行為に関しては，いかなる現実の交渉も存
在しなかったことが強調された。裁判例は，当事者聞の経済力に非常に差がある場合に，交渉が有
効に行なわれないような問題ある条項を契約書に挿入することにより，当事者の「従属」が生じる
117 Paris， 18 sept. 2013， n'12-03177， D.2014. 893. 
118 Paris， sutra not巴109.
119 Ibid. 
120 Avis n' 09-05， sutra note 58. 
121 Luc， sutra note 57.小売事業者の明示の回答がないことのみでは，不均衡な契約条項が適用されなかったと
はいえない。
122 Avis de la CEPC au 22 decembre 2008 et reponse de la DGCCRF， n'08112808. 
123 Luc， sutra note 57.ただし，学説においては，条項の適用効果を重視する見解が存在する。
124例外的に，ファイナンス・リース契約における解除条項に関する事案，燃料の供給における販売責任の制
限条項に関する事案，建築分野の下請け契約における，注文者による，違約金のない解除条項に関する事
案の肯定例がある。
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ことを重視する。例えば，最近のパリ控訴院の2014年10月の2つの裁判例125は， r著しい不均衡」
規制の以下の2つの要件を明確にする126。第1に「従わせ，又は従わせようとするJの要件，す
なわち「取引上の相手方に対して，取引当事者聞に存在する力関係の不均衡を理由として不公平な
で双方的でない義務の影響を与え又は影響を与えようとすること」である。第2に「著しい不均
衡Jの要件，すなわち「当事者閣の義務が双方向的でないこと又は不釣り合いであること」が要求
される， とする。
このような解釈論は，当事者聞の一定の「従属関係」を読み込むことにより， r著しい不均衡」
規制の適用を限定するという趣旨で理解することが可能である。すなわち， r著しい不均衡」の定
義の詳細化によっても，規制対象の判別が困難な抽象的な基準であることを免れない可能性があ
る。確かに裁判例の蓄積により，規制対象行為の類型化・具体化は進展するだろう。しかし，構成
要件の暖昧かっ不明確性の問題は残存するように思われる。さらに，規制対象が無制限に拡大する
ことにより，自由な交渉iこ委ねられるべき契約条項への，行政及び司法の広汎な介入が懸念され
る1270
そこで，事業者聞の取引交渉の自由化，透明性の確保のために真に必要な範囲に限定して規制を
行なうためには，結局，当事者聞の一定の特殊な「関係」を考慮せざるを得ないことが認識された。
それは，いみじくも，改正により克服されたはずの「従属関係」である。「著しい不均衡」規制の
導入が， r従属性の濫用」規制からの大幅な脱却を目指したにもかかわらず，再び「従属関係」の
参照が必要とされた。この考えは， r (不均衡が)信義誠実の欠如を導き出すことを許容する徴表と
して，従属状態を考慮に入れる」見解128と同様の発想に立っと思われるが， r従わせ，又は従わせ
ようとする」要件の解釈論として， r従属関係」を読み込もうとする点で，より精般化されている。
第4章結章
第1節分析の視点
本稿では「著しい不均衡」規制の導入時の議論，要件解釈論の発展，及び裁判例における運用状
況を概観した。「著しい不均衡」規制は，導入から間もなく，様々な課題を喚起し多数の裁判例を
創出しつつ，定説となり得る解釈基準を模索している。解釈の視点は， (1)相対的市場力規制の補完
の視点， (2)消費法との統一的な理解， (3)EU競争法との統一的な理解に集約することができる。
第2節解釈指針
1 相対的市場力規制との関係
第1に， r従属関係の濫用」規制との関係の視点である。「著しい不均衡」規制は， L.420-2条第
125 Paris， supra note 109. 
126 Chagny， SUP1包 note110は，第1は， r行為の倫理的要件J，第2は「獲得又は探求の効果を構成する要件」
である，と述べる。
127契約全体の経済性を考慮することにより，規制範囲を限定する解釈論においても，司法が広汎な裁量を有
するという問題は残る。
128 Malaurie-Vignal， supra note， 4. 
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2項の相対的市場力規制(経済的従属関係の濫用規制)を補完することを目指して導入された。旧
L.442-6条I項2号bの「経済的従属関係・・濫用」規制は， I従属関係」要件，競争効要件の厳格
解釈により，消極的な運用にとどまっていた。そこで「著しい不均衡」規制は，これらの要件にと
らわれない全く新しい規制類型として，主として大規模小売事業者による購買力の濫用に積極的に
対処することを目指した。改正直後には，要件の不明確さが指摘され，旧規制と同じ「従属関係の
濫用」要件に基づく解釈も行なわれた1290 しかしその後，多数の控訴院判決において「著しい不
均衡」の詳細な定義が試みられ，多数の運用実績が上げられた。
その一方で，広汎にあらゆる事業者聞の取引に均衡を求めれば，自由かつ自律的に行なわれるべ
き事業者間取引への過度の介入となり， LME法が同時に導入した，差別行為の禁止による交渉の
自由化に反することが懸念された。しかし， I著しい不均衡」要件の解釈論により規制対象を選別
しても，運用基準を裁判所の広範な裁量に委ねる不安定性は解消されない。そこで選別の基準とし
て，当事者聞の一定の地位ないし関係性が着目された1300 控訴院判決は「従わせ，又は従わせよ
うとするJ要件に， I従属性」を読み込む解釈論を展開しており， I著しい不均衡」規制が克服した
はずの， I従属関係」要件の参照を復活させつつある。従属関係の濫用から「不均衡」規制への転
換は，再び「不均衡」から「従属関係の濫用」へと回帰するのか，あるいは相対的市場力規制とは
異なる意味の「従属性」を考慮する解釈論131が展開されるのかは，今後の判例の動向に委ねられ
ている。
2 消費法との統一的な理解
第2に，消費法との統一的理解の視点である。「著しい不均衡」規制は，消費法典L.132-1条の
影響を受けて導入され，消費法における濫用条項リストが解釈基準とされ得ることが指摘された。
しかし近時の控訴院判決は「消費法典L.132-1条ーの解決方法から着想を得られるとしても…
L.442-6条は，事業者と消費者との聞とは異なる，事業者聞の力関係に適用される…ので， 2つの
条文の適用範囲は隔たっている」と述べて，従属的な事業者と消費者を単純に同一視することには
消極的である132。他方で，小売事業者が供給事業者を搾取すれば，最終的な受益者である消費者
の利益が害されることを理由に，消費者 小売事業者一供給事業者を統一的に理解しようとする見
解も存在する1330 消費者の利益に資する競争秩序という視点や，当事者聞の交渉力に差がある関
係性の類似性に着目して，今後，両法における「著しい不均衡」の解釈論が接近する余地も残され
129 Supra note 6. 
130日本の独占禁止法における優越的地位の濫用は， 1"自己の取引上の地位が相手方に優越していること」に着
目した規制を行なう。
131 Malaurie-Vignal， supra note 28， nO 18. 
132 Paris， supra note 109. 
133 Malaurie-Vignal， supra note 29， pp. 28-30.なお，オーストラリアの競争・消費者法 (Competitionand Con-
sumer Act 2010)は消費者法と競争法を統一し，非良心行為 (unconscionableconduct)の規制を消費者取
引と事業者間取引の共通概念として適用している。
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ている。
3 EU競争法との統一的な理解
第3に， EU競争法との統一的な理解の視点である。そもそも消費法典L.132-1条の「著しい不
均衡」は，消費者取引における濫用条項規制に関する1993年の EC指令134を受けて導入された。
競争法における「著しい不均衡」規制の導入は，事業者間取引における濫用条項規制という側面で，
EU法と統一的に理解され得るとの指摘がある135。他方で，欧州委員会は， 2011年の支払遅延防止
に関する指令の改正136のほか， 2013年にグリーンペーパー137を公表し，食品流通分野における
「不公正な取引行為J(pratiques commerciales deloyales)の規制について問題提起した。フランス
競争法の「著しい不均衡」規制は， EU競争法に先駆けて， 2008年以来，支払遅延行為138を含む
広汎な態様の不公正な取引について規制実績を上げており， EU競争法における規制を主導する可
能性がある。
134 Supra note 21. 
135 Malaurie-Vignal， supra note 28， nO 28. 
136 Directive 2011/7/UE du parlement europeen et du conseil du 16 fevrier 2011. 
137 Supra note 6.グリーンペーパーは「不公正な取引行為」の例として「殴昧な契約条項j，1"契約書面の不交
付j，1"遡及的な契約条件の変更j，1"取引上の危険の濫用的な移転j，1"情報の濫用的な利用j，1"取引関係の
濫用的な停止j，1"供給のテリトリー 制」を挙げる。
138支払い遅延に関する EU指令は商法典L.441-6条により実施される。同条及びL.442-6条の2014年の法改
正は，別稿で論ずる。
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